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　本稿の読者は子育ての当事者や、福祉や医療などの専
門的な職・研究に携わる人が多いと思います。子どもの
貧困対策についても知悉されていると思いますが、私が
携わる教育関係の分野から、課題や対応策について述べ
たいと思います。
　子どもの貧困、といえば少し前ならば、この豊かな先
進国で貧困なんてあるのか、ましてや教育を受けること
に支障が出ることなんてあるのか、とか、貧困は当事者
の問題（自己責任）であり、社会的にそこまでサポート
しなくてはいけないのか、といった声が聞かれたと思い
ます。ただ、2000年代からOECD、UNICEFなどの国際
機関の調査、また、国の調査でも、繰り返しその高い水
準が指摘され続けてきました。（表1参照）

表１　各年度ごとの子どもの貧困率

「各年度　厚生労働省国民生活基礎調査」から筆者作成

　貧困家庭の子どもの低学力、将来への影響、格差の招
来・連鎖といった当事者の不利益のみならず、社会保障
費などのコストと貧困の連鎖による税収減試算が大きな
社会的課題として問題視されるようになっています。
　子どもが貧困の連鎖に陥る経路としては阿部彩氏が
「金銭（教育投資、家計、資産）」、「家庭環境（親の
ストレスや病気、親と過ごす時間、文化資本、育児スキ
ル、親の孤立）」、「遺伝子」、「（親の）職業、健康、
（意欲・自尊心・自己肯定感・福祉依存などの）意識」
などを挙げている通り、子どもの育つ環境から社会的な
問題の縮図、とも考えられます。
　学力面においてはここ数年の全国学力・学習状況調査
結果で、貧困家庭に対して補助されている就学援助率が
高い学校ほど平均正答率が低くなる、という結果が出さ
れています。今年度の調査では就学援助率と学校質問紙
項目と学力の３つのクロス集計結果が示されています。
（国立教育政策研究所　平成28年度　全国学力・学習

状況調査結果クロス集計）この中で就学援助を受けてい
る児童生徒の在籍率を、ゼロ（在籍していない）、５％
未満、５～10％、10～20％、20～30％、30～50％、
50％以上、に区分し学力並びに教員の指導とのとの関
連性をクロス集計しています。
　国語、算数・数学のテストの正答率に関していえば表
２の通り就学援助率に比例していることが分かります。
つまり、家庭の経済状況によって学力差が生じているこ
とが改めて浮き彫りになったわけです。

表２　就学援助率と平均正答率（小学校）「平成28年度　
全国学力・学習状況調査結果クロス集計」から作成

　また、家計の収入が進路にも大きく影響することもデ
ータによって示されています。さらに、その後の学歴差
のみならず格差の世代間連鎖にもつながることが明らか
にされています。例えば内閣府の調査（平成24年５月
　親と子の生活意識に関する調査報告　表３）をご覧く
ださい。

表3　相対的貧困層別にみる保護者の中学３年生のときの
学校の成績

相対的貧困層別にみる子どもの学校の成績
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子どもの現状と国の施策
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上のほう 20.4％ 41.9％

下のほう 41.9％ 19.3％

子どもの成績 相対的貧困層 相対的貧困でない層

上のほう 19.6％ 38.5％

下のほう 49.4％ 31.1％
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相対的貧困層別にみる子の理想的な学歴・現実的な学歴

「内閣府平成24年　親と子の生活意識に関する調査報告」より作成

　この表を見ると、貧困層と貧困でない層の学力格差が
大きいばかりか、進路希望と現実の乖離が大きいことが
分かる。学歴が低い層が貧困層に多く、その貧困層の子
どもの学力は下方に多い。さらに進路希望も実際に考え
る進路（学歴）も低い、と、格差の連鎖が見て取れます。
　このように子どもの貧困問題は学力・進路への影響、
ならびに、貧困・格差の連鎖に繋がることが大きな課題
です。子どもの貧困とこれらの諸課題については、すで
に多くの先行研究で指摘されていますので、興味のある
方はぜひそちらをご参照ください。
　社会的な損失も大きく、日本財団・子どもの貧困対策
チームの改善されたシナリオに比べ、15歳の１学年のみ
で試算しても経済損失は約2.9兆円、国の税・社会保障
の純負担額は約１兆円もの損失がある、と述べています。
　では、この社会的な問題に関してどのような対応策が
取られているのでしょうか。
　子どもの貧困に対し、国は平成25年６月に「子ども
の貧困対策の推進に関する法律」を公布しました。この
法律では「子どもの将来がその生まれ育った環境によっ
て左右されることのないよう、貧困の状況にある子ども
が健やかに育成される環境を整備する」ことと「教育の
機会均等を図る」ことが目的とされ、「教育の支援、生
活の支援、就労の支援、経済的支援等の施策」を講ずる
ことがうたわれています。また、この法律に基づき、同
年の８月には「子供の貧困対策に関する大綱」を閣議決
定しました。「大綱」の中で10項目の「基本的な方
針」、25項目の「子供の貧困に関する指標」が示され、
それぞれの指標について教育、生活、保護者の就労、経
済への支援、調査研究、推進体制などの当面の重点施策
が打ち出されています。
　「基本的な方針」は
　①貧困の世代間連鎖の解消と積極的な人材育成②子供
に視点を置き成長段階に即して切れ目のない施策を実施
③子供の貧困の実態を踏まえて対策を推進④子供の貧困
に関する指標を設定し改善⑤教育の支援では、「学校」
を子供の貧困対策のプラットフォームと位置付けて総合
的に対策を推進するとともに、教育費負担の軽減を図る
⑥生活の支援では、貧困の状況が社会的孤立を深刻化さ
せることのないよう配慮して対策を推進⑦保護者の就労
支援では、家庭で家族が接する時間を確保することや、
保護者が働く姿を子供に示すことなどの教育的な意義に
配慮⑧経済的支援に関する施策は、世帯の生活を下支え

するものとして位置付けて確保⑨官公民の連携等によっ
て子供の貧困対策を国民運動として展開⑩当面今後５年
間の重点施策を掲げ、中長期的な課題も視野に入れて継
続的に取り組む
といった項目です。
　ちなみに④の指標としては以下が設定されています。
この指標をもとに当面の重点施策として取り組んでいま
す。
　指標＝「生活保護世帯の子どもの高校進学率、高校中
退率、大学等進学率、就職率」「児童養護施設の子ども
の進学率及び就職率」「ひとり親家庭の子どもの就園
率」「ひとり親家庭の子どもの進学率及び就職率」「ス
クールソーシャルワーカーの配置人数及びスクールカウ
ンセラーの配置率」「就学援助制度に関する周知状況」
「日本学生支援機構の奨学金の貸与基準を満たす希望者
のうち、奨学金の貸与を認められた者の割合」「ひとり
親家庭の親の就業率」「子どもの貧困率」「子どもがい
る現役世帯のうち大人が一人の貧困率」
　また⑤の「教育の支援」では、①「学校」をプラット
フォームとした総合的な子どもの貧困対策（・学校教育
による学力保障／学校を窓口とした福祉関連機関等との
連携／地域による学習支援／高等学校等における就学継
続）②貧困の連鎖を防ぐための幼児教育の無償化③就学
支援④大学等進学に対する教育機会の提供⑤生活困窮世
帯等への学習支援、などが掲げられています。
　この方針の下、国、自治体で様々な施策が打ち出され
ています。
　教育関連施策としては
　29年度の文部科学省関係の予算案を見ると、まず、
教育費負担の軽減に関しては、
　高校・大学進学への経済的な壁を低くするため、大学
＝①給付型奨学金創設（2,800人）②無利子奨学金の貸
与人員増員（51万9千人に）③低所得世帯の無利子奨学
金成績基準の実質的撤廃④国立大学・私立大学等の授業
料減免、高校＝高等学校等就学支援金（授業料充当）、
高校生等奨学給付金（低所得世帯の授業料以外の教育費
負担を軽減）。私立小中学校等に通う児童生徒への経済
的支援に関する実証事業（年収４００万円未満の世帯に
年額１０万円授業料負担の軽減）などが予定されていま
す。幼児教育に関しては「市町村民税非課税世帯の第２
子無償化、割課税額77,100円以下世帯の負担軽減」
　学校をプラットフォームとした総合的な子どもの貧困
対策（スクールソーシャルワーカーの配置拡充、3,047
人→5,047人、地域未来塾による学習支援の充実、高校
生等の就職・就学支援等、要保護児童生徒援助費補助、
「親子の学び・育ち応援プラン～17箇所」「教職員定
数の増・・貧困等に起因する学力課題の解消へ50
人」）も展開しています。
　これらの施策はまだまだ端緒についたばかりです。全
国の自治体では現在、詳細な調査に取り組んでいるとこ
ろで、実態や要因の解明、対応策はまだまだ今後の課題
と言えるでしょう。　　　　　　　　（本会運営委員）

相対的貧困層 相対的貧困でない層

理　想 現　実 理　想 現　実

大学・大学院まで 35.5％ 23.3％ 65.0％ 56.0％

高等学校まで 34.3％ 43.7％ 11.8％ 18.5％

－ 3 －




